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0 中村俊郎，渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

]. 康 
国家をマクロな 存在と考えると．企業はミクロな 存在と考 
えることができる。 企業のイノベーションを 考えるとき、 「イ 

ノベーションの 経営学」の著者、 Joe Ⅰ dd によると、 本国の 
インスティテユ ー ション構造と 競合企業のポジションが 大 

きな影響を与えると 提唱している。 本論文では日米間の 企業 

の比較をすることを 目的としているが、 国家のインスティテ 

ューション構造を 理解したうえで 議論を始めなくてはなら 
ない。 

本論 分は 、 日米間の企業においての 構造分析を試みる。 「規 

模」と「効率」が 日米間では異なる 事が予想できる。 そして、 
日本のリーディンバカンパニーは 他の日本企業とは 違う構 

造をもっているのではないかと 予想できる。 それらの違いが 
どのような影響をもたらしているかを 解明していきたい。 

2. 日米向における 効率性と競争力 
米国と日本という 二カ国を比較すると、 以下のような 結論 
をよく耳にする。 前者は、 「高 い 経済発展をすでに 達成して 

おり、 情報化社会等のパラダイムシフトにも 対応できる、 柔 

軟な社会経済体質を 有する 国 」と。 一方後者、 すなむち日本 
は、 「先進国であ り経済的に裕福な 国家であ るが、 硬直した 

社会経済がパラダイムシフトを 弊害している」と 言われる。 

ここで使われている「柔軟」と「硬直」という 一見、 定性的 

な言葉は日米間の 成長軌道の結果を 如実に表現する 言葉で 
はないかと 思、 う 。 国家というマクロな 視点からすると 日本は 

間違いなく従来モデルを 踏襲する国であ り、 米国は新モデル 

ヘ 転換する能力があ る国であ るといえる。 失われた 1 0 年と 
いう期間は日本が 高度成長の成功に 固執してしまったのが 

一つの原因ではないかと 思われる。 I MD ( 国際研究開発明 
充所 ) が 2 0 0 2 年 4 月に発表した 報告によると、 日本の競 

争力は総合ランキングで 3 0 位 と過去最低を 記録してしま 

う 。 バブル崩壊双の 1 9 8 0 年代では総合一位を 誇っていた 
事を考えると、 先に述べたように 日本は「柔軟性」がなかっ 

たため成長軌道の 選択のミスを 犯してしまったと 考えられ 
る。 尚 、 ここで言う競争力とは、 (1). 「経済パフオーマンス」 

二国内経済・ 貿易・国際投資・ 雇用・物価、 (2) 「政府の効率 

性」二分的財政・ 財政政策・国家制度・ 産業制度・教育・ (3) 
「企業の効率性」 三 生産性・労働市場・ 金融市場・経営慣行・ 
国際化、 (4) 「インフラ」二基礎インフラ・ 技術インフラ・ 科 
学インフラ・ 衛生・環境・ 評価制度という 4 分野でのランク 

付けに基づく。 I MF は日本を「老化を 自覚して気力を 失っ 

てしまった中年の 危機」であ ると皮肉っている。 工業化社会 

から情報化社会への 転換に失敗してしまったのが 日本とい 

える。 逆に情報化社会へと「柔軟」に 対応した米国ほ 1 9 0 
0 年以降、 競争カランキングでトップの 座を守り続けている。 

2 0 0 0 年に突入して I T バブルが弾けた 今、 ュビキ タス 

社会が到来している。 日本は「柔軟」 は 対応により イ / ベ一 

、 ンコ ン創出サイクルの 活性化が必要となる。 そのためには、 

国家戦略，社会制度・ 仝 業 レベルでのインスティテューショ 

ンとの共振ダイナミズムを 構築しなくてはならない。 2 0 0 

5 年 7 月に内閣府によって 発表された「年次経済財政報告」 
では、 「改革なくして 成長なし V 」という表題がつけられて 

いる。 ここで、 OECD が発表している「民間研究開発費の 

対 GDP 比率の推移」を 示す。 

  
  

麸冊 2       

    

図 ]   民間研究開発 寅 の 対 GDP 比率の推移 
(1967 - 1 998). 

出所 : OECD のデータを基に 作成 

図 1 に示すように、 日本は先に述べたように 競争力が低下し 
ている間も研究開発投資の 規模は増加している 事がわかる。 

日本は「研究開発費」というインプットに 対して「生産性」 

というアウトプットが 伴っていなかった 事が分かる。 これは   

「選択と集中」を 推奨していた 国のインスティテューション 

構造が一つの 要因と考えられる。 しかし、 近年は「 量 よりも 
質 」への投資が 重要であ るという認識が 生まれてきている。 

「年次経済財政報告」では、 企業の競争力を 左右するものは 
イノベーションの 力 であ るといっている。 そして、 開発力 ( イ 

ノベーションカ ) の背景にあ る一つの重要な 指標として研究 
開発投資を挙げている。 ス 、 ここで「効率性」についても 触 

れられており、 研究開発投資効率性は 長期トレンドでは 低下 
現象にあ るという。 この報告は．まるで 図 1 で見た日本の 競 

争力と研究開発費の 規模との関係と 一緒に感じる。 企業は質 
への投資がまだうまくできておらず、 生産性へと結びつける 
ことができていないのではないか。 
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3. 分析方法とデータ 

(1) データのソース ③分類が終了したら、 リーディンバカンパニ 一間 

日米における 電気機械産業の 200 ト 20 ㏄年の「売上高」、 

「研究開発費」、 「営業利益」を 基に作成。 産業の分類の 方法 
は四季報の大中分類に 従った。 又 、 すべてのデータは 

Bloombe 培のデータを 利用。 利用した項目は 以下の通り。 

0@ I R&D 

Sales 

図 2. 技術経営学分析フレーム   

図 2 における、 0IC 営業利益 ) 、 R&DW 研究開発費 ) 、 SaIes( 売 

上嵩 ) の 3 指標は企業の 規模を測定するための 基本指標とし 
て 認識。 各指標間の割合であ る、 017R&D(R&D 効率性指数 ) 

は R&D のインプットとアウトプットの 結びつきを測る 一指 

標 ( 効率性 ) 、 017Sales( 対 売上高営業利益 ) は営業効率を 図る 
指標・ R&D/S 田 es( 研究開発投資売上高地 ) は R&D の投資 戦 

略の方向性を 測る指標となる。 なお、 R&D のデータがない 

企業も存在しており、 それらを省いた 米 62 社、 日本 75 社   
計 137 社を対象とした。 

(2) 分析手順 

①前述したデータにより 主成分分析を 行う。 主成 
分分析とは 2 種類以上の変数データをまとめる 

という分析手法であ る。 様々な変数により 解釈 

が困難な場合に 理解を助けてくれる。 今回は企 
業の分析であ るが、 何をもってリーデインバカ 

ンパニーとするか、 そして何をもって 規模が大 
きいとするか 等の間題の解釈が 困難なので、 こ 

の手法を採用した。 

②作成された 主成分の解釈を 行い、 その変数をも 
とにクラスタ 一分析を行う。 クラスタ一分析と 

は分類を扱う 多変量解析であ る。 すな む ち．対 
象辞をグループ ィ とする数学的手法であ る。 この 
時点ではまだ 日米企業を別のものとして 考え 
ていない。 すな ね ち、 クラスタ一により 日米間 
の 企業がどう別れるか。 そしてリーディンバカ 

ンパニーと呼ばれる 企業は日米どういったく 

くりでグループ 化されるかを 分析する。 尚 、 分 

析の際、 ウォード 法と ユークリッド 距離を採用 

する。 

の 比較を行 う 。 主成分分析で 得られた成分を 利 

用して散布図により 比較する。 

4. 分析 拮果 と考 俺 

4.l 主成分分析の 結果 

表 1. 主成分分析の 結果 

固有値・寄与率・ 累積寄与率 

成分 固有値 寄与率 %  累積寄与率 % 
  

  

      2.49 ァ 41.514 4 Ⅰ・ 5 Ⅰ 4         

          1.634 27.227 68.741           

            1-092                              Ⅱ・ 20.7                                   86%.4B         

  ， 432 7. Ⅰ 96 94.145 
    29 Ⅰ 4.850 98.994 
  .060 ].006 100.000 

表 2. 重み係数 

主成分 
      

R& ， D/SALES@ ， 052@ - ， 340         .690         
OI/R& ・ D           .508         一 .098 

Q¥ ノ /SA Ⅰ 三 S 一 .026               4   Ⅰ 19           .597 
SAL 三 S ;;37 ざ           .045 一 .205 

01           3 Ⅰ l         .246   Ⅰ 75 

R& ， D             .386             一 .023 一 .023 

表 1 に示す通り、 第三主成分までの 値は 、 ①固有値が 1 以 

上、 ②累積寄与率が 8 0% を超えたもの．という 2 つの基準 
を満たす。 よって第三主成分までを 採用する。 

表 2 に示されている 通り、 この表は採用された 産主成分の 

重み係数 ( 主成分得点係数行列 ) であ る。 この表 2 の結果か 
ら次のような 各主成分の特徴を 判断することができる。 

第一主成分     SaIes, 0I, R&D に依存している。 すな 

ね ち、 3 つの基本的経営指標を 取り込 
んでいる成分であ る。 よって、 企莱 の 

規 杖を表す指標と 捉える。 

第二主成分     017R&D, 017Sales が高いスコア。 売 

上高 R&D 効率性・営業効率性の 双方 

の指標を取り 込んでいる成分であ る。 

す な れ ち 、 企業の利益 率 をあ られす成 
分であ ると考えられる。 

第三主成分     R&D/Sales が大きなスコア。 これは先 
に述べたよさに R&D の戦略をあ ら 

れす。 R&D のインプットの 量を判断 
する指標であ り、 この指標を第姉成分 
は取り込む。 す な れ ち 、 企業の R&D 

に対する 投寅 串を表す指標となる。 
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以上の結果が 示す通り。 規模・利益率・ R&D の投資率、 と 
日米間においての 違いを表す主成分を 明確化できた。 

4.2 クラスタ一分析の 結果 

クラスタ一分析により 3 つのクラスタ 一に分類できた。 日米 

双方の分布の 様子は図 2 に示す。 

l ■クラスター 1 ■クラスター 2 ロクラスター 3       

日 2. クラスタ一の 分布   

以上を踏まえて   3 主成分の相関における 各企業の分布を 示 

したものが図 3 、 図 4 、 図 5 であ る。 
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図 4. 規模 -R  &  D 投資 率 ・散布図． 
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R の 接 女軍 [ 生皮付 3) 
ロ 5. 利益 率 -R&D. 投資 車 散布図   

(l) 規模・利益率 

まず着目したいのが、 クラスタ一の 分布。 3 つのクラスター 

に 分けたのだが．図 2 をみれば分かるようにクラスター 1 

( 全体の 8.8%) にはリーディンバ 企業が当てはまると 考えら 
れる。 実際に内訳を 見てみると「 I BM . インテル・ HP . 
日立・ソニー・ 松下・東芝・ NEC . 富士通・キャノン」と 

言った企業が 所属していた。 また、 この図を見ると 興味深い 
事に米国と日本では 構造が異なることが 分かる。 米国には ク 

ラスター 3 が 5 割強存在するのに 対して、 日本は約 9 割が ク 
ラスター 2 の企業であ る。 

(2) 規模・ R6D 投資率 

次に先に定義した 各主成分の意味合い ( 企業規模・利益 
率・ R&D 投資率 ) を軸とした散布図を 分析する。 図 3 、 図 

4 から視覚的にすぐ 分かる事は、 l 」 一 ディンバカンパニーは 

規模が準大手企業に 比べて大きいという 事だ。 散布図では X 

軸の右側に偏る。 そして、 日米の企業の 特徴の違いにも 気付 

く。 米国で半分以上をしめたクラスター 3 は、 日本の約 9 割 

をしめるクラスター 2 の 群と 逆のパフォーマンスを 出して 
いろ。 利益率と R&D 投資率の違 いが 分かる。 これは一見、 

序章にて説明した 日本の効率性の 問題と矛盾する 結果に見 

えるが．東洋経済社の 発表する統計によると、 日本の電気機 
器産業は R&D が全産業 ( 国内 ) で一番多 い 事に原因があ る 

のではないかと 考えられる。 又 、 近年ではキャノンを 除く富 

士通や姉菱電機などが 赤字脱却を優先させ． R&D の比率を 
落として収益性を 優先させている 事が原因ではなかろうか。 

国 だけでなく、 企業にもそういったトレンドが 生まれて来て 
いると考える。 

(3) R6D 投資率・利益率 

最後に図 5 であ るが、 これは R&D 投資事と利益率を 軸と 

した散布図であ る。 リーディンバカンパニーはバループ 化し 
ていない。 又 、 クラスター 3 は R&D 投資率が多いのにも 関 
わらず、 利益に結びついていない 企業が集合している 事が判 

断できる。 日本企業の多数が 属するクラスター 2 が R&D 投 

資効率が低い 値となったのは、 先の収益性を 優先させるため 
の 動向が影響をしているのではなかろうか。 
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は 、 図 6 で示した点線内のように 同じ特徴を持っていたから 

だ。 リーディンバカンパニ 一の分布をみると、 キャノンは 矢 

をする。 

  

できていない。 逆に米国企業はリーディンバカンパニーは 第 
1 象限，第 2 象限・第 4 象限と分散している。 ここで再度   

図 5 . 図 2 を確認してみる。 日本は 9 割近くがクラスター 2 
に 属しているが、 そのクラスター 2 事態はほとんどが 第 2 象 
限 と第 3 象限の間に属する。 ソニーや日立など 日本を代表す 
る 企業と同じ位置に い るわけであ る。 日本企業はここから 収 

益性 をどのように 確保するかに R&D 投資の課題があ るの 
ではなかろうか。 そして明るい 傾向としては、 リコー・村田 
製作所・ローム・ファナックといった 第 2 タラスタ一に 所属 
している企業が IBM やインテルといったリーディンバカ ン 
パニーと同様に 矢印の向きに 進んでいる事であ る。 

5. 拮拾と榛 Ⅱ 

日本はキャノンが R&D のインプットとアウトプットが 充 
-2. ㎝ 一 ].00  0 ． 00 l.00  2. ㏄ 実しており、 米国型とも肩を 並べていた。 しかし、 他の日本 

R も「 D 投 真宰 の トップ企業はみな 同じ性向を保っており．多様性のあ る 米 
図 6. 日本企業 の R&D 投資率・利益率の 散布図 国 と比べて日本企業はやや 均一であ った。 又 、 各国の企業を 

図 6 が示すように、 日本企業は第 3.4 象限に固まっている。 比べてみると 面白い事が判明する。 HP の有名な 元 CEO. ロ 
しかし、 クラスター 1 で唯一点線で 囲まれた群に 含まれない 一 リーフィオリー 氏が株価の低迷を 理由に更迭されたのは 

ものはキャノンであ る。 ここで、 利益率と R&D 投資率の性 有名な話だ。 このような「企業は 株主が所有する」という ア 

率 がよいといわれる 企業を考えてみる。 シャープ・リコー   ングロサクソン 型の考えは日本にはまだ 浸透していない。 し 
村田製作所・ローム・ファナック 等の企業だ。 図 6 ではシャ かし、 ソニーは今年ハワード・ストリンガー 氏を CEO とし 
一プのみが点線内に 含まれてしまったが、 他の 4 社は点線 外 て 招いた。 このように日本企業も 徐々に形を変えてきており   

で 比較的キャノンと 距離が近 い 場所に分布した。 「金太郎飴」状態からの 脱却が予測される。 ( 実際に、 リコ 

一 ・村田製作所・ローム・ファナックは 群れから脱出した 事 
が 確認できた。 ) このようなミクロな 分析をさらに 続けてい 

ければ興味深い 国家間の違いに 気付けるのではないかと 思 
2.00 ぅ 。 尚 、 シャープがクラスター 1 に含まれなかった。 これは 

企業評価というものが 複雑であ るためだと考えられる。 より 
正確な分析にはより 多くの指標が 必要となるのではなかろ 
-  つ ； ) 。 

利 ]. ㎝ 
  
  

0 ・㏄ 
Ⅰ孝文杖 

渡辺 千傍 、 「技術革新の 計量分析」、 日華 技連 (2m1)   

渡辺 千伊 、 「国家技術同化能力の 向上要因とその 構造分析」、 研究   

技術計画学会第 19 回年次学術大会講演要旨 集 (2 ㏄ 4) 226-229 
-]. ㏄ 

294-303   
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図 7. リ 一千イングカンパニー 比較   
東洋経済社、 「統計月報四月号」、 (2 ㎝の   

図 7 はリーディンバカンパニー ( クラスター 1) と先ほど 図 涌井良幸、 涌井貞実、 「図解でわかる 多 変量解析」 (2 ㏄ 1)   
6 で挙げた日本企業を 集めた散布図であ る。 さて、 ここで 図 
7 に示してあ る第 4 象限から第 2 象限へ向けられた 矢印は   内閣府、 「年次経済財政報告書」、 内閣府 Hp(2005) 

企業のトレンドを 示すものであ る。 Homogenous から 
Non-Homogeneous へ 。 かつて日本企業では、 「金太郎飴」と 
皮肉を込められて 言われた事があ る。 金太郎飴といわれたの 

注 ・用いたオリジナルデータについては 吉川玄徳 氏の 

協力を頂いた 
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